
 

 

     また、「超精密高速ステージ」「軽量化ステージ」「高出力圧電素子」「異常放電監視装置」

     事業化については、

     研究成果の外部発表については、
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２．事業実施報告            

（１）事業の取り組み状況（総括） 

本事業の採択を契機として、特定プロジェクト研究グループを設置し、研究交流促進会議をは

じめとした共同研究体制の組織化、コア研究室としての（財）くまもとテクノ産業財団共同研究

棟の整備（Ｈ１３．３にはクリーンルーム完成）等を実施した。さらに、Ｒ＆Ｄ型企業向けの貸

し工場である熊本新事業支援施設（Ｈ１３．１）や熊本大学サテライトベンチャービジネスラボ

ラトリー（Ｈ１３．４）、熊本大学インキュベーション施設（Ｈ１４．１０）が相次ぎ完成し、

サブコア研究室として本研究を実施することとした。 

研究成果としては、特許出願６５件（うち国外特許１０件、成立済特許１５件）を行い、

内容の論文誌掲載１９８件、口頭発表９９件など広く成果を発表した。 

「３Ｄ－ＣＤ－ＳＥＭ」「セルフテスト高速ＬＳＩ」「異常放電モニタシステム」「レジストス

キャン塗布・現像装置」「平滑めっきプリント配線板」「膜厚ムラ検査装置」「液晶輝度ムラ検

査装置」「レチクルフリー露光装置」の１３種類の試作機（品）を製作した。 

さらに、本事業の研究成果を活用し経済産業省の地域新生コンソーシアム研究開発事業等に展

開した「ナノサージャリー装置」「高速プリント配線板」「レジスト減圧乾燥装置」「ナノプ

ービングシステム」「レチクルフリー露光装置」「３Ｄ－ＣＤ－ＳＥＭ」「異常放電監視システ

ム」の７つのテーマについて完成度の高い試作機（品）を製作した。 

研究テーマを選択する当初から常に念頭に置き、研究成果の事業化のため

の事業化推進委員会を設置し、多くの研究テーマにおいて事業化に向けた取り組みが急速かつ順

調に推進している。例えば、ナノサージャリー装置の販売達成を皮切りに製品化に拍車がかかり

１２品目の販売価格の提示がなされている。その際開発した次世代生産技術のための最先端の製

品のみならずダウンサイズされ、より広範囲の用途向けの販売企画が求められ、「超精密高速ス

テージ」と「軽量化ステージ」を基にしたナノポジシステムは一般精密機工部品商社の中央精機

から販売が開始されたことは特筆される。 

国内学会・国際学会・学術論文以外にも会議開催および成果

物の出展に積極的に取り組み、主なものとして第１～５回技術シンポジウム開催（熊本市）

ミコンジャパン２０００～２００４出展及び同熊本フォーラム開催、セミコンウエスト２００３、

２００４出展（サンフランシスコ）、第１回、第３回全九州半導体技術フォーラム開催（熊本市）

熊本県産学官技術交流会などがあり、この他にも多数の展示会出展やフォーラム等で研究成果の

発表を行ってきた。 

併せて、本事業独自のホームページ及びメーリングリストを立ち上げ、研究発表の内容、

研究の申し込み、展示会広報など、様々な情報を発信した。 

その結果、３，０００人・社を超える研究者、大学、研究機関、企業等とのネットワークを

築することができた。 

本事業を核としたネットワーク型地域ＣＯＥの構築については、産学行政ネットワークの構築

と人材育成システムの構築を推進できた。産学行政ネットワークの構築としては、平成１３年３

月に「全九州半導体技術フォーラム」を熊本市で開催し、全九州規模での広域連携及び頭脳拠点

化が進み、その後もこの取り組みを継続的に発展させるため、「九州地域産学半導体イノベーシ

ョン研究会」及び「同熊本会議」が組織化され、その後、同熊本会議の提言に基づき「九州半

研究

ロ

、セ

、

共同

構

導



     人材育成システムの構築については、

     事業総括、研究統括、新技術エージェントの役割と活動状況については、以下に記載する。
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体イノベーション協議会」が発足し、九州における半導体産業の研究開発機能の強化や広域的な

産学連携のネットワークが構築された。また、研究開発技術者や研究者間においても「熊本半導

体・ナノテクノロジー研究会」「ＱＴＡＴ熊本研究会」を結成し、産業界においても県工業連合

会に半導体部会が新たに設置され、生産連携グループのＧａｍａｄａｓや生産技術開発協同組合

が設立されるなど、産学行政連携のより一層の強化が進んだ。

ネットワーク型地域ＣＯＥの構築を支える人材を地域か

ら継続的に育成・輩出すべくネットワーク型半導体教育・研修システムを構築し、平成１３年度

の試行を経て、平成１４年度から８～１０講座を開講し、これまで３００名を超える受講生が参

加した。 

①事業総括 

(ｱ)本事業の総括責任者であり、科学技術振興機構、熊本県、（財）くまもとテクノ産業財団

の調整を行い、事業を推進した。 

(ｲ)事業総括スタッフ、雇用研究員の確保を行い本事業の推進体制の整備を行った。 

(ｳ)コアテーマに取り組む中心企業としてベンチャー企業が創設され、本事業をスタートした。

その後も引き続き、ベンチャー企業等の参画及び誘致の促進に努めた。 

(ｴ)研究交流促進会議（年２回）を主宰し、熊本地域における産学行政の有識者からの

取り入れ、実行計画を立案した。また、ここでは、研究テーマごとの研究成果の製品化

業化の可能性を検証し、研究事業の地域への貢献度を評価した。 

(ｵ)熊本市と千葉市（幕張）において毎年本事業の成果発表会（シンポジウム形式）を開催し、

積極的に外部に向けＰＲを行った。 

(ｶ)セミコンジャパン（幕張）、セミコンウエスト（サンフランシスコ）を始め、各種半導体関

連の展示会において、本事業で製作した試作機等の研究成果を展示し、積極的に外部に向け

ＰＲした。 

(ｷ)広域産学行政連携を目指し、実行委員長として第１回全九州半導体技術フォーラム

し、さらに第３回全九州半導体技術フォーラムを誘致し、大規模な国際会議として開催した。

(ｸ)事業化推進委員会を設立し、研究成果を着実に事業化に結びつけるための課題整理

産業へ研究成果波及を図った。 

(ｹ)地域の技術力底上げをねらい人材育成に取り組んでいる。平成１３年度の試行期間を経て、

平成１４年度から「ネットワーク型半導体教育・研修講座」を本格運用した。 

②研究統括 

(ｱ)研究の統括責任者であり、研究テーマの総合的な調整を図り、研究事業の進行管理を行い、

研究開発を推進した。 

(ｲ)研究を推進するうえでの、人材、設備等の実行計画の立案を行った。 

(ｳ)地域内外の産学行政の連携による共同研究体制を構築した。（地域内において、大手誘致企

業が生産現場で抱える課題に対して、地域企業が大学の基礎的理論的根拠を基に技術提案を

行い、公設試が信頼性を与えることができるような真の産学行政連携による共同研究体制を

構築し、また、これが地域外の企業、プロジェクト等との連携にも発展することを目指して

きた。） 

(ｴ)共同研究推進委員会（年４回）を主宰し、世界的に見て他に例がない先進的なテー

 

と

意見を

・事

を開催

 

や地域

マを設
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とともに、研究テーマ毎の目標設定の見直し等を常に

研究のみならず、常に成果移転や事業化を視野に入れて研究

、毎年行ったセミコンジャパンへ試作機

研究推進委員会を報

件） 

(

ワーキンググループ会議等の開催事務を行ってお

テクノ産業財団は、平成１３年４月１日に熊本テクノポリス財団、（財）

・経営面等を総合的に

点機関、ＮＥＤＯや九州経済産業局、文部科学省が行う共同研究事業

     

定し、研究員へ独創性の発揮を求める

指示してきた。また、ここでは

の方向付けを行った。 

(ｵ)特許出願審査会を主宰し、本事業の研究成果について特許化を促進した。これにより、研

究開発目標と構想を明確にして研究開発を進めることができた。 

(ｶ)新技術エージェントと連携して事業化の方向性を指示してきた。 

(ｷ)外に広く情報を発信し、研究成果を積極的にＰＲすることにより、そのフィードバックを

得て地域ＣＯＥの基盤としている。主なものとして

出展、Ｈ１５からのセミコンウエスト（サンフランシスコ）への試作機出展があげられるが、

その他にも多数の展示会において試作機等の出展を行った。また、共同

道関係者に公開している。 

③新技術エージェント 

(ｱ)研究テーマの中から事業化可能なテーマを検討・選定し、事業化を実現するため積極的に

他事業への展開を行ってきた。（都市エリア事業１件、コンソーシアム事業７

ｲ)事業総括、研究統括と連携し、セミコンジャパン等へ試作品を出展し、来場者を中心にユ

ーザー企業の発掘を行った。 

(ｳ)事業総括と連携し事業化推進委員会を開催し、事業化に向けた進捗状況の確認や課題解決

のためのアドバイス等を行った。 

(ｴ)研究の進捗状況を把握し、スキルバンクと協力して特許相談会を開催し、特許出願の可能

性について検討してきた。また、特許出願講習会を実施した。 

④参加機関 

(ｱ)（財）くまもとテクノ産業財団（中核機関） 

(ⅰ)本事業推進のため、特定プロジェクト研究グループを設置し、実行計画案の策定、コア

研究室（クリーンルーム）の確保・維持、研究員の雇用・配置、共同研究契約の締結、研

究交流促進会議、共同研究推進委員会、

り、事業の円滑な推進に努めた。 

(ⅱ)毎年開催した、技術シンポジウム（熊本市・６月）、セミコンジャパン熊本フォーラム（幕

張・１２月）の開催やセミコンジャパン（幕張）、セミコンウエスト（サンフランシスコ）

を始めとする多数の発表会開催、展示会出展事務を行うとともに、各種産学行政連携のフ

ォーラムにも積極的に参加し、本事業の積極的なＰＲを行った。 

(ⅲ)（財）くまもと

熊本テクノポリス技術開発基金、（財）中小企業振興公社が統合により設立。地域プラット

フォームの中核的支援機関として、事業化に向けた人材育成や技術

支援する体制を整え、積極的に活動を展開中である。併せて、ＴＬＯ機関（Ｈ１３承認）、

ＲＳＰ事業の連携拠

の管理法人等を務め（計１０事業）、共同研究の推進、コーディネート機能の充実を図って

きた。 

    このような活動の中で、本事業の研究成果の権利化や地域企業への技術移転、事業化等

についても積極的に推進した。 

(ⅳ)本事業には当財団附属の電子応用機械技術研究所の研究員が３人参加しており、研究開
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ループ内の連携を図るとともに、ワーキンググループ会議において各グループの研

究費の負担、施設・設備の提供などにより本事業の推進に貢献した。 

り、積極的に研究成果の発展・事業化に努めてきた。 

     

現場での方針まで

( た。各研究員の活動状況

より本事業の推進に貢献した。特徴として事業化を目

研究体制の推進と起業家精神の涵養に寄与している。 

対日投資ワ

グループ委員、中小企業大学校人吉校「半導体産業の経営戦略」講座の開設支援

( の科学的興味を涵養するため、本事業テーマの紹介による熊本県

）での科学啓発活

業技術センター、原精機、サクセスインターナショナル、サンエレクトロニクス、

発の推進に貢献してきた。 

(ⅴ)半導体関連の優秀な人材を地域から継続的に育成・輩出すべくネットワーク型半導体教

育・研修システムの構築に取り組み、平成１３年度の試行期間を経て、平成１４年度から

は本格運用を開始したところ。毎年８～１０講座を開講、これまでに３００名を超える受

講生がこの講座に参加している。 

(ｲ)企業 

本事業の研究８テーマに対し、３９企業、１８人の雇用研究員、１３０人の共同研究員が

参加した。各研究委員は各グループにおける日々の研究に加え、研究グループメンバー会議

によりグ

究の進捗状況を把握し、グループ間の連携を図ってきた。参加企業においては、研究員の人

件費や研

また、事業化あるいは他分野への応用が可能なテーマについては、特許化を図るとともに、

他事業の活用や他機関との連携によ

(ｳ)大学 

(ⅰ)本研究事業の研究統括として東北大学の大見教授の就任を得るとともに、副研究統括に

は熊本大学から派遣を受けた。なお、この両名により事業の進め方から

幅広いイニシアティブを終始一貫取れたことがプロジェクトの最大の成功要因であると認

識している。 

ⅱ)本事業の研究８テーマに対し、６大学、１１人の教官が参加し

については、上記企業の場合と同様である。参加大学においては、研究員の人件費や研究

費の負担、施設・設備の提供などに

標とした共同研究に大学教官が日常的に関わることにより、大学においても基礎的な研究

開発だけでなく、ニーズに基づく応用的な研究開発も並行して進める必要性が認識されは

じめた。 

(ⅲ)特に、熊本大学は本研究の中心的な役割を果たしており、平成１３年４月には、サテラ

イトベンチャービジネスラボラトリーを、平成１４年１０月にはインキュベーション施設

を整備した。ここには、本事業のサブコア研究室を設置しており、５テーマがここでも取

り組まれ、学生を中心とした共同

(ⅳ)熊本大学では、他地域との連携を視野に入れた事業として、九州半導体イノベーション

協議会理事、熊本シリコン・クラスター形成推進会議委員、日本貿易振興協会

ーキング

と講師派遣を行った。 

ⅴ)熊本大学では、若年層

内高校（熊本高校、熊本第一高校、水俣高校、東稜高校、熊本第二高校

動を熊本大学が実施した。また、民間各社（ソニー、ＮＥＣ、安川電機、ロジックリサー

チ、京セラ、ミヤムラ、熊本テクノロジー、九州大学医学部付属病院検査部、富士ゼロッ

クス、エポリード、テラダイン、凸版印刷、東京エレクトロン、日本ゼオン、日本セラテ

ック、日本マイクロニクス、日本電子材料、浜田重工、平田機工、三井アルミ、応用電機、

熊本県工

吉玉精鍍、長野県テクノ財団、富士電気化学、ウシオ電機、アラオ）と熊本大学の共同研
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(

した企業（テラダイン、

ック、サンテック、アイシン九州、三菱電機熊本セミコンダ

マイクロニクス）の訪問を熊本大学から実施した。 

ク型半導体教育・研修講座」への講師派遣と

( 九州工業大学をはじめ多く

教官が共同研究推進委員会の委員などとして参加しており、それぞれの研究テー

行うなど、積極的な連携を図ってきた。

⑤自

(ｱ)

「

(ｲ)平成１５年３月には「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」を発表し、本事業による研

柱

目

(ｳ)具体的な支援内容としては、中核機関である（財）くまもとテクノ産業財団及び本事業へ

工

へ

(ｴ)

団

(ｵ)

基盤強化を図るため、フェーズⅢの取り組みとして「地域結集型共同研究成果産業化促進事

⑥その

究テーマ発掘技術交流会、共同研究テーマ発掘意見交換会の開催と実施支援を行った。 

ⅵ)マスコミ取材対応により熊本大学における本事業の成果の公表と最先端技術開発の啓発

活動を行った。 

(ⅶ)「ＳＥＭＩテクノロジーシンポジウム２００２セミナー同時中継 in 熊本」の遠隔教育プ

ログラムの実施を熊本大学工学部が支援した。 

(ⅷ)プロジェクト推進特に人材育成事業についての意見交換を目的と

ソニー、NEC 九州、東海カーボン、三井ハイテック、ミヤムラ、三菱電機、サンユー工業。

光栄、アラオ、プレシード、緒方工業、熊本防錆、くまさんメディックス、日精電子、ト

レジャーオブテクノロジー、平井精密、九州三井アルミ、荏原九州、日本電子材料、九州

ノゲデン、米善機工、中央電子、有明技研、野田市電子、ナカヤマ精密、サンワハイテッ

ク、濱田重工、ニシダハイテ

クタ株式会社、日本

(ⅸ)熊本県の産業政策への提言を行うために、熊本県産業政策懇談会での講演講師として熊

本大学久保田教授を派遣した。 

(ⅹ)熊本大学による第一回京都産学行政連携促進会議へのナノサージャリー装置の展示を行

った。 

(ⅹⅰ)地域ＣＯＥを支える人材育成システムの構築を図るために、（財）くまもとテクノ産

業財団において実施されている「ネットワー

情報システムの提供支援を熊本大学が行った。 

ⅹⅱ)この他、直接研究グループには参加してないが、東京大学や
の大学の

マについて具体的なアドバイスや技術の提供を

治体（熊本県） 

熊本県は、「熊本県科学技術振興指針」に基づく科学技術政策、「熊本県総合計画」及び

工業振興ビジョン」に基づく産業振興政策により、本事業を積極的に支援・推進した。 

究開発を中心に、地域の人材育成、大学の活性化、戦略的な企業誘致及び新産業創出支援を

に事業推進を図ることで、２０１０年における半導体産業の製造品出荷額１兆円の達成を

指している。 

の参加機関との連携を図りながら、組織体制の整備、コア研究室をはじめ研究環境の整備、

業技術センター研究員の積極的な研究参加、結集型関連の各種会議・発表会・展示会出展

の積極的な参加及び広報など、本事業の推進に努めた。 

地域ＣＯＥを支える人材育成システムの構築を図るために、（財）くまもとテクノ産業財

において実施されている「ネットワーク型半導体教育・研修講座」への支援を行った。 

本事業終了後においても、研究成果の事業化推進をはじめ、ネットワーク型地域ＣＯＥの

業」を立ち上げるなど、各種施策を充実した。 

他

(ｱ)研究交流促進会議においては、熊本県経済同友会会長や熊本県工業連合会会長に委員に就
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ーク型半導体教育・研修事業が今後進むべき方向について助

 
（２）他

   ①自治

連携については、本事業の主管課である新産業振興課のみならず、企業誘致担当課

で

図りながら

説

(

積極的に研究に参加させるだけでなく、合同で熊本県産学官技術交流会などの研究

(ｳ)

ー

像学科を新設し、さらに、ネットワーク型半導体教育・研修講座の講師や会場として場所を

(ｴ)

を
②大学 

(ｱ)本事業の研究８テーマに対し、６大学（熊本大学、東北大学、崇城大学、広島大学、群馬

大学、長岡技術科学大学）１１人の教官が参加した。 

(ｲ)大学関係者に共同研究推進委員会の委員として就任していただくなど、本事業の研究開発

テーマに関して高い知見からの技術的指導、事業化展開へのアドバイス等を得ている。 

  東京大学（堀池靖浩教授、奥村勝弥客員教授）、多摩大学（篠田大三郎客員教授）、静岡理

工科大学（大塚二郎教授）、広島大学（広瀬全孝教授）、九州大学（安浦寛人教授、黒木幸

令教授、山崎朗教授）、九州工業大学（石原政道教授）、福岡大学（友影肇教授）、長崎総

合科学大学（難波進教授）、宮崎大学（佐々木亘教授、黒澤宏教授）、鹿児島大学（山下喜

市教授）、琉球大学（和田教授）など、 

(ｳ)本事業の研究シーズをもとに事業化展開や他分野応用展開する際には、新たに、九州工業

大学（浅野種正教授）、北海道大学（守内哲也教授）、小樽商科大学（瀬戸篤教授）などとも

共同研究を行った。 

(ｴ)特に、熊本大学については、サブコア研究室を設置し、５つの研究テーマがここでも取り組
まれ、１０人以上の博士後期課程の大学院学生が本研究の中心的な役割を果たしてきた。平

成１４年１０月に整備されたインキュベーション施設においては、本事業に参加している共

同研究企業が入居しており、密接な連携をとりながら研究開発を推進している。

(ｵ)熊本大学産学行政連携研究推進機構や知的財産創生推進本部、リエゾンオフィス（東京・熊
本）とも連携しており、本事業の研究成果の他分野応用や事業化、新たな共同研究事業への

展開等に貢献した。 

任いただき、本事業やネットワ

言等をいただいた。

機関との連携状況 

体 

(ｱ)県との

ある企業立地課においては、技術シンポジウム、セミコンジャパン、同熊本フォーラム、

セミコンウエストなどの研究成果の発表に多くの職員を派遣いただき、本事業に高い関心を

示している企業等に対して協力して誘致活動を行った。 

さらに、セミコンジャパン及びセミコンウエストにおいては、本事業の研究成果出展ブー

スとは別に独自ブースを出展し、研究開発環境や誘致環境について相互に連携を

明を行うなど、連携して事業推進を図った。 

ｲ)工業振興担当課である工業振興課及び工業技術センターにおいては、工業技術センターの

研究員を

発表会や講習会など連携を図って実施した。 

職業能力開発担当課である職業能力開発課及び県立技術短期大学校においては、ネットワ

ク型半導体教育・研修システム構築のため、県立技術短期大学校に本事業と関連の深い映

提供を受けるなど、連携して事業推進を図った。 

雇用対策担当課である労働雇用課においては、国の「地域再生計画」の認定（Ｈ１６．６）

受け、中核機関である（財）くまもとテクノ産業財団と連携し、教育事業を開始した。 
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③関連

それを積極的に文部科学省や経済産業省の他事業へ展開するという取り組みを行っており、こ

れ

年で になったが、熊本県では全国に先駆けて

こ

(ｱ)

(ｲ)

 

計測機能を搭載した電子ビーム測長期の開発（Ｈ１４～

処理装置向け異常放電放電抑止システムの開発（Ｈ１５～１６） 

(

このように本事業における研究成果を新たな分野へ展開する際には、それぞれ分野の専門家

が

ＮＴ

同研

研究会をはじめ各種研究会等を開催する際にも、九州経済産業局、文部

化・配布するなど、同機構とも積極的に連携して事業推進に努めた。 

 

 （（３）基

①地

財団共同研究棟をコア研究室

っ

時

し クノロジーが入居した。さらに、それぞれ

をネットワーク情報システムで結ぶことにより、一体なって研究を推進することが可

行政機関 

熊本県おいては、本事業で開発された研究成果をシーズとして新たな研究テーマを設定し、

までに多数の橋渡し事例がある。このような取り組みは、全国的に高く評価されており、近

は、他地域においても同様の事例が見られるよう

のような取り組みを行ってきた。 

ＮＥＤＯ（地域新生コンソーシアム研究開発事業） 

ナノテクノロジーを応用した細胞内構造体の手術・操作装置の開発（Ｈ１２補正） 

九州経済産業局（地域新生コンソーシアム研究開発事業） 

半導体電気計測のためのナノプローブ技術の開発（Ｈ１３補正） 

高速プリント配線板の開発（Ｈ１３補正） 

スキャン形成膜技術に不可欠な高精度減圧乾燥装置の開発（Ｈ１３補正）

ＱＴＡＴ（短工期）オンライン電子回路パターニング技術の開発（Ｈ１４補正） 

３次元形状計測と半導体電気特性

１５） 

プラズマ

ｳ)文部科学省（都市エリア産学官連携促進事業） 

スマートマイクロチップの開発（Ｈ１４～１６） 

新たに共同研究に参加しており、例えば、国立精神・神経センター（ナノサージャリー）、

Ｔ物性科学基礎研究所（ナノプローブ）など、これまでに多数の研究機関等と連携して共

究を推進してきた。 

(ｴ)さらに、ＱＴＡＴ

科学省はもちろんのこと、経済産業研究所、科学技術政策研究所等の研究機関とも積極的な

相互連携を図ることで、より具体的な研究開発の推進や情報発信等を行ってきた。 

(ｵ)本事業と並んで大きな二本柱の１つとして取り組んでいる「ネットワーク型半導体教育・

研修講座」においては、受講生を派遣する事業主が、雇用・能力開発機構の「キャリア形成

推進給付金制度」を活用することができるが、事業主の申請手続きをサポートするため、申

請書様式をデータ

本計画に対する達成度 

域ＣＯＥの構築状況（様式３参照） 

本事業を推進するにあたり、まず、（財）くまもとテクノ産業

として整備し、その後、同棟にクリーンルーム（200 ㎡）を整備・充実し研究機能の充実を図

た。併せてそれを補完するサブコア研究室として、熊本大学がクリーンルーム及びサテライ

トベンチャービジネスラボラトリー、インキュベーション施設とそこに備える最先端設備を同

に整備した。また、新事業支援施設をコア研究室と同じ熊本テクノリサーチパーク内に整備

、コアテーマの研究を中心的に行う（有）熊本テ

の研究室

能な体制を構築した。 
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議 ループメンバー会議（随時）を組織化し、事業開始以降定期的に開催

しており、事業の方向性の検討、研究の進捗状況の把握・調整、研究チーム間の連携等を図り、

機的な連携体制を整えた。 

本事業を核としたネットワーク型地域ＣＯＥを構築するためには、産学行政のネッ

ム

産

そ ような取り組みを受け、九州経済

産業

母

開 ナノテクノロジー研究会」、「ＱＴＡＴ熊本

     

本 おり、産学行政連携のもと、半導体生産技術

組

②研

トにより次世代半導体生産技術から無

ジ

ノサージャリー装置に代表されるバイオテクノロジー分野への波及、すばる天文台共同研究に

見られる環境や自然科学分野への寄与、レチクルフリー露光およびナノプロービング技術を中

心としてＱＴＡＴ技術への貢献等、幅広い波及が期待される。詳細は共同研究実施報告にて記

載する。 

 

 （（４）今後の予定と展望（総括） 

   ①ネットワーク型地域ＣＯＥの構築 

基本計画に掲げたネットワーク型地域ＣＯＥの構築状況を見ると、フェーズⅠ、Ⅱにおいて、

コア研究室の整備・充実、産学行政ネットワークの構築、研究交流促進会議等事業推進体制の

整備と概ね順調に進捗している。 

産学行政ネットワーク構築については、「熊本セミコンダクタ・フォレスト構想」で掲げら

れた目標を具体的に推進するため、県内部には知事を本部長とする「セミコンフォレスト本部」

を設置（Ｈ１６．８）し、産学行政による推進組織として「セミコンフォレスト推進会議」が

設置（Ｈ１６．８）された。また、本事業の研究成果を地域の取り組みとして着実に事業化に

つなげるため「超精密半導体計測技術産業化会議」を設置（Ｈ１６．９）している。 

     この他、九州半導体イノベーション協議会などの広域的な組織とも連携を図り、さらには、

全九州半導体技術フォーラムなどへの積極的な参加により、本県だけにとどまらず、九州全域、

全国、さらには世界の半導体産業拠点との連携を図り、ネットワーク型地域ＣＯＥの構築を図

ることとしている。 

また、研究交流促進会議（年２回）、共同研究推進委員会（年４回）、ワーキンググループ会

（毎月１回）、研究グ

適宜事業の評価を行う有

      さらに、

トワークを拡大する必要があるとして、平成１３年３月に、第１回全九州半導体技術フォーラ

を熊本県で開催した。その後、このような取り組みを継続的に発展させるため、「九州地域

学イノベーション研究会」及び「同熊本会議」が組織化され、九州の半導体産業の方向性や

の中における熊本の独自性を検討することとなった。この

局において「産業クラスター計画」の一つである「九州シリコンクラスター計画」の推進

体として「九州半導体イノベーション協議会」が発足されたことは特筆される。また、研究

発技術者や研究者間においても、「熊本半導体・

研究会」を結成するなど、産学行政連携のより一層の強化を目指している。 

熊本県においては、平成１５年３月に、国内最先端の半導体生産拠点の形成を目指すべく「熊

セミコンダクタ・フォレスト構想」を発表して

を核とした国際競争力のある新技術・新産業が継続して創出される活力ある地域の創成に取り

んでいる。 

究開発による独自技術の確立と新技術・新産業創出に向けての進捗状況 

「完全に科学的根拠によって作られた製品コンセプ

駄な部分を除いて高スループットかつ高信頼性を実現する」という熊本地域独自のフリープロ

ェクト商品群を生むことができた。（別添製品カタログを参照）この新技術のみならず、ナ
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     具体的には、（財）くまもとテクノ産業財団共同研究棟にあるコア研究所を附属電子応用機

械

    てネットワーク型地域ＣＯＥの構築を具体的に推進する

事業 ネットワーク型地域ＣＯＥ基

盤強 てい

     ま ）」としての機能を充

実し 工業技術センター及び半導体メーカーと連携

し、 型地域ＣＯＥ

の構

②新技

     新 産業創出に向けての達成状況を見ると、フェーズⅠ、Ⅱの目標を概ね達成できて

いる

    術への発展を、事業化推進委員会を中心

に新 会議」において必要な支援を行い、製

品

    

化の一歩手前まできている研究成果に資金的な支援を行うことで、

化 より、

団

を

 

５）その他 

な技術シーズとして、経済産業省の地域新生コンソーシアム研究

開発事業を始め他事業への展開を積極的に行ってきたことは、（２）－ ③「関連行政機関との連

携状況

けた

国の

携推

ま

事例

内容

・ H13.6.13「日経産業新聞セミナー」にて IT 時代に企業、地域、大学はどう生きるべきか 

技術研究所に統合し、半導体技術に関する研究開発の核となる「半導体リサーチ＆エンジニ

アリングセンター（仮称）」として組織化し、本事業に関わった研究者をはじめ、半導体分野

に関わる研究者ネットワークを構築するとともに、半導体分野における世界的な研究開発・技

術移転拠点として必要な研究開発及び体制構築を図ることとしている。 

 そのため、新たにフェーズⅢにおい

ために予算化された「「地域結集型共同研究成果産業化促進

化事業」により、半導体分野における研究開発及び技術移転の拠点化を図ることとし

る。 

た、同財団内に「ネットワーク型半導体教育・研修センター（仮称

、引き続き、大学、高専、技術短期大学校、

「ネットワーク型半導体教育・研修講座」等の事業を推進し、ネットワーク

築を人材面から支えていくこととしている。 

術・新産業の創出に関する計画 

技術・新

と考えている。 

 今後は、研究成果の一層の事業化と更なる次世代技

たに県に設置された「超精密半導体計測技術産業化

化、商品化を目指していくこととしている。 

 また、新たにフェーズⅢにおいてネットワーク型地域ＣＯＥの構築を具体的に推進するため

に予算化された「「地域結集型共同研究成果産業化促進事業 超精密半導体計測技術産業化促進

事業」により、製品化、商品

確実な事業化推進を図ることとしている。 

さらに、研究成果の出展や発表、ホームページでの情報発信などを引き続き行うために予算

された「「地域結集型共同研究成果産業化促進事業 研究成果出展等情報発信事業」に

新技術、新産業の創出を継続的に行える体制を構築する。また、スキルバンクについては、財

内の知的財産グループにおいてスキルバンク機能を維持し、特許化及び知的財産の有効活用

検討することとしている。 

（

   本事業における研究成果を新た

」でも触れたが、このような事例に代表されるように、熊本県においては、常に全国に先駆

新しい取り組みを行ってきた。これら熊本県における産学行政連携の取り組みは、各省庁、全

自治体から非常に高い評価を得ており、平成１５年６月に京都で開催された「第２回産学官連

進会議」においては『文部科学大臣賞』を受賞している。 

た、文部科学省、経済産業省などが主催する会議においても、本県の取り組みは先駆的モデル

として紹介されているほか、全国各地から、視察団来訪、講演依頼等の形でその具体的な活動

の紹介を求められてきた。以下に研究統括と副研究統括への講演依頼等の一例を記す。 
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・

・

・

・

・

・

・ H16.2.18「新技術エージェント会議」にて地域 COE 形成と事業化推進について講演（熊本） 

（京都） 

・ 

・

・

・ H13.11.16「福岡県地域結集型共同研究事業成果発表会」にて地域結集型共同研究事業の広域

連携の実現に向けて講演（福岡） 

 H14.3.8 「半導体イノベーション研究会」にて地域において基礎研究と現場技術開発を同時

に進めることの重要性について講演（博多） 

・ H14.8.27 「熊本県庁商工観光労働部レクチャー」にて科学技術立国のあり方について講演（熊

本） 

 H15.1.16「地域科学技術振興フォーラム」にて地域における頭脳拠点形成について講演（東

京） 

 H15.1.30「半導体ビジネス創造ワークショップ」にて地域における頭脳拠点形成について講

演（大分） 

 H15.5.16 「有機エレクトロニクス材料研究会」にて産学連携のあり方について講演（長野） 

 H15.5.26「知的クラスター・産業クラスター成果合同発表会」にて地域プロジェクト成功の

秘訣を講演（福岡） 

・ H15.11.29 「大分研究開発マネージメントセミナ」にてプロジェクト計画と運営について講

演（大分） 

 H16.1.23 「東北地域クラスター推進会議」にて産学連携のあり方について講演（仙台） 

・ H16.6.19 「第３回産学官連携推進会議」の分科会にてパネリストとして登壇

H16.6.25 「経済産業研究所・科学技術政策研究所合同地域クラスターセミナー」にて熊本の

半導体製造企業集積からＱＴＡＴクラスターへ向けた活動について講演（東京） 

 H16.6.29「日本経済新聞社大学シンポジウム」にて地域における科学技術振興と変わる大学

について講演（福岡） 

 H16.9.16 「京都府地域結集型共同研究事業 第３回研究者会議」にて講演（京都）



①地域ＣＯＥの構築状況 

                                                      ［様式３］ 
基本計画の目標・構想 目標・構想達成状況 未達の場合の原因
①コア研究室 ・くまもとテクノ産業財団共同研究棟をコア研究室として整備した。
○コア研究室の機能強化 ・同棟にクリーンルーム及び研究に必要な機器類を整備し、研究機能の充実を図った。 ○目標達成

・情報ネットワークシステムを整備し、コア研究室、サブコア研究室を始め、各人が有機的連携がとれる体制を構築
・熊本大学にサブコア研究室として地下クリーンルーム及びサテライトベンチャービジネスラボラトリーを整備。その
設備を活用して試作品開発、検査、評価等を実施。
・熊本新事業支援施設（賃貸型施設）をコア研究室と同じ熊本テクノ・リサーチパーク内に整備した。この施設をサ
ブコア研究室として、本事業のコアテーマの研究を行っている㈲熊本テクノロジーが入居し研究開発を進めた。

○クリーンルームの整備 ・平成１３年３月に完成 ○目標達成
○実用化、他分野応用研究に向けた整備 ・コア研究室の隣室にバイオ実験室を整備した。 ○目標達成

・コア研究室の一部を分割し、本事業からバイオ分野に派生した別プロジェクトの研究を行った。
②産学行政ネットワークの構築 ・熊本半導体・ナノテクノロジー研究会を設立し、会議等を開催した。
○「次世代半導体生産プロセス技術研究 ・ＱＴＡＴ熊本研究会を設立し、会議等を開催した。 ○目標達成
会」の組織化・活発化 ・県において、セミコンフォレスト構想を立ち上げ、この構想を推進する組織として、セミコンフォレスト本部、同推進

会議を組織化した。
・九州経済産業局が行う、九州地域産学半導体イノベーション協議会の発足に大きく寄与した。
・その他、半導体関連のフォーラム、会議、講座等を数多く熊本に誘致・開催した。

○本事業に関心がある研究者や企業に ・技術シンポジウム（６月、熊本）やフォーラム（１２月、セミコンジャパンに併せて幕張で）を開催し、毎年２回の成果
発表を行った。

○目標達成

情報提供する場を組織化し、積極的に ・セミコンジャパン（毎年）、国際新技術フェア、半導体製造技術フォーラムなど、各種展示会に試作品などの成果を
展示した。

　

活動 ・平成１５、１６年は、サンフランシスコで開催される世界最大の半導体関連産業の展示会であるセミコンウエストに
も出展した。
・第１回、第３回の全九州半導体技術フォーラムを開催（第３回は国際会議）し、九州域内だけでなく、世界中のプ
ロジェクトや研究会等との広域産学官連携及び地域の頭脳拠点形成を模索した。
・上記、第１回全九州フォーラムを受けて、九州経済産業局では、九州における半導体産業の研究開発機能の強
化や広域的な産学連携の仕組みづくりを検討するため、九州地域産学半導体イノベーション協議会が発足した。
・さらにこの研究会（現協議会）に対し、熊本地域における産業等の実態を踏まえた今後の半導体関連戦略につい
て提言を行うとともに、その実現を促進することを目的として熊本会議を組織化するなど広域の産学官連携にも活

③研究交流促進会議 ・事業総括のもと年２回開催され、委員からも活発な意見をいただき、事業推進にフィードバックした。
○会議の定着、活性化 ○目標達成
○地域における本事業の位置づけ、研究
等の向かうべき方向を示す場として機能

・地域の産学官の有識者からなる会議を組織化し、誘致企業が生産現場で抱える問題を提供し、地場企業がこれ
を解決する技術の開発を行うことを目的に、各委員の意見を参考にしながら、事業を進めた。

○目標達成

④共同研究推進委員会 ・研究統括のもと四半期毎に１回（年４回）開催され、活発な意見交換を行い研究開発を推進した。
○委員会の定着、円滑な運営 ○目標達成
○各研究チームの研究報告、要望等のと
りまとめ

・各研究チームの代表者からなる委員会を組織化。各研究グループの報告を元に研究統括の指示により研究内
容の調整、推進を行うと同時に、それぞれの研究グループの強い連携体制を維持しつづけた。

○目標達成

・報道関係にもオープンにすることにより、ＰＲはもとより、それを通じた情報のフィードバックが得られ、それが地域
ＣＯＥ構築の基板となった。

⑤研究グループリーダー会議 ・副研究統括のもとワーキンググループ会議として月１回開催し、活発な意見交換を行った。
○会議の組織化・活性化 ○目標達成
○弾力かつ柔軟に研究内容の意見交換
を行い、方針修正等を検討

・各グループの研究の進捗状況を報告、意見交換を行い、研究の進捗の把握をきめ細かくかつ的確に行うととも
に、各グループ間の連携を促進し、必要に応じて研究グループの再編、メンバーの追加等を行った。

○目標達成

・１回の会議毎に１テーマの研究内容を詳しく発表してもらい、参加者全員でそのテーマについてのより深い議論を
実施し、研究内容に反映した。
・各研究テーマにおけるキーテクノロジーの共通理解を深めることにより、秘密保持と自由な議論を両立させた。

⑥研究グループメンバー会議 ・各研究グループリーダーのもと、各研究グループごとに随時開催した。
○会議の組織化・活性化 ○目標達成
○各チームの位置づけの確認 ・各研究グループごとに、自主的に開催され、研究の進捗状況が管理されてきた。 ○目標達成
研究の役割分担等の決定・修正 ・研究の進捗に合わせて、随時メンバーを追加したり、研究分担の修正を行ってきた。
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よるレチ クル フリー 露 光 技 術 の 開 発
（平 成 １３年 度 より開 始 ）

○ 近 接 露 光 装 置 （文 部 科 学 省 補 正 予 算 ）、等 倍 投 影 露 光 装 置 （コンソー シアム 事 業 ）を完 成 。
○ Ｈ１６に は ＬＣＤとステッパ ー を組 み 合 わ せ るユ ニ バ ー サ ル レチ クル を開 発 し、縮 小 露 光 技 術 を完 成
した 。

○ 早 急 な実 用 化 を目 指 す

④ 技 術 者 育 成 システム の 構 築
○ 半 導 体 教 育 セ ンター の 構 築 及 び カ
リキ ュラ

 

②新技術・新産業の創出に向けての達成状況 

                                             ［様式４］ 
基 本 計 画 の 目 標 ・構 想 （箇 条 書 きで） 目 標 ・構 想 達 成 状 況 未 達 の 場 合 の 原 因
① 超 精 密 高 速 ステー ジ開 発
○ セ ラミックス製 300mmス トロー ク２
軸 ステー ジ の 試 作 （最 高 速 度
300mm / se c、位 置 決 め 精 度 0 .01μ
m）

○ セ ラミックス製 300mmス トロー クＸ- Ｙス テー ジ（最 高 速 度 150mm / se c、位 置 決 め 精 度 0 .69 nm）を試 作
し、耐 久 性 試 験 として 8 ,000 km以 上 の 連 続 走 行 性 能 を達 成

○ 新 た な圧 電 素 子 ・セ ラミックステー
ジの 開 発 （300mm / sを達 成 す るた
め 、圧 電 素 子 の 高 出 力 化 、ステー ジ
の 軽 量 化 に 取 り組 む こととした 。Ｈ15
～ ）

○ 圧 電 素 子 に つ い ては 、４インチ ステー ジに お い て、360㎜ / sと目 標 をクリア 。ステー ジ軽 量 化 に つ い
ては 、まもな く重 量 を当 初 の 1 / 3の ス テー ジが 完 成 予 定 （１１月 ）。また 、理 論 解 析 でも300㎜ / sは 十 分
達 成 可 能 となり、今 後 は 圧 電 素 子 部 分 の 更 なる改 良 に より平 成 16年 度 中 に は 200mm / sをクリア し、さ
らに 製 品 化 を通 して 300mm / sを達 成 す る。

○ ハ イブリッド計 測 装 置 の 開 発 ○ ３Ｄ－ ＣＤＳＥＭ と超 精 密 高 速 ステー ジ を組 み 合 わ せ ての テストが 終 了 。事 業 化 の 中 で製 品 開 発 。 ○ 目 標 達 成
② 計 測 技 術 開 発
（ア ）３次 元 形 状 計 測 手 法 開 発
○ ３次 元 計 測 技 術 の 開 発
○ 画 像 処 理 技 術 の 開 発

○ 傾 斜 観 察 分 解 能 10deg;4 nmとい う高 機 能 な３次 元 計 測 技 術 を確 立 。
○ ３次 元 画 像 構 築 ソフトを開 発 済 み 。引 き続 き高 性 能 化 に 取 り組 ん で い る。 ○ 目 標 達 成

○ ハ イブリッド計 測 装 置 の 開 発 ○ ３Ｄ－ ＣＤＳＥＭ と超 精 密 高 速 ステー ジ を組 み 合 わ せ ての テストが 終 了 。事 業 化 の 中 で製 品 開 発 。 ○ 目 標 達 成
（イ）プロー バ 高 周 波 計 測 技 術 開 発

○ プロセ スシミュレー ター の 完 成 及
び 高 周 波 計 測 技 術 の 確 立

○ シミュレー タを用 い 、現 状 の ウ ェハ プロー バ を高 周 波 化 した 際 の 問 題 点 を抽 出
○ 高 速 I/ Oを効 果 的 に テストす るＬＳＩを試 作 す るとともに 、これ まで に ない 新 しい リレー を採 用 した 評
価 用 ボ ー ドを試 作 しテストした 結 果 、高 周 波 計 測 技 術 の 有 効 性 が 確 認 できた 。

○ 目 標 達 成

③ デ バ イス形 成 技 術 開 発
（ア ）エッチ ング 異 常 放 電 監 視 法 開 発

○ ＲＦエッチ ャ異 常 放 電 の 検 出 と位
置 確 定 技 術 確 立

○ アコー スティック・エミッション（ＡＥ）法 に よる異 常 放 電 発 生 部 位 の 特 定 が 可 能 となった 。
○ 窓 型 プロー ブ法 を開 発 し、検 出 感 度 の 高 さと利 便 性 を確 保 した 。
○ 異 状 放 電 監 視 シ ステム をさらに 推 し進 め た 異 状 放 電 抑 止 システム を開 発 中

○ 目 標 達 成

（イ）レジ スト塗 布 ・現 像 プロセ ス開 発

○ レジスト塗 布 ・現 像 プロセ スの 確
立

○ レチ クル 用 スキ ャン塗 布 ・現 像 機 試 作 機 を開 発
○ 電 子 線 レジス ト及 び レジスト窒 素 注 入 フラー レンを混 入 した 電 子 線 レジストの 描 画 性 能 及 び ドライ
エッチ ング 耐 性 の 評 価 完 了
○ 減 圧 乾 燥 装 置 試 作 機 を開 発 （コンソー シアム 事 業 ）

○ 目 標 達 成

（ウ ）次 世 代 実 装 対 応 め っき技 術 開
発

○ 絶 縁 材 料 の 表 面 改 質 法 とそ れ に
対 応 した め っき方 法 の 確 立

○ 穴 埋 め 技 術 の 確 立 （直 径 10ﾐｸ ﾛ ﾝ 、A / R 2 .5の ホ ー ル 、ボ イド発 生 なし）
○ ポ リイミド系 絶 縁 材 料 に つ い て、0 .6 kg/ c㎡ 以 上 の 密 着 強 度 をコンスタントに 得 る技 術 を確 立
○ 低 誘 電 率 (ε r<3 .0 )、低 誘 電 正 接 (t anδ <0 .0 1 )を有 す る平 滑 な (Ra<0 .1μ ｍ )絶 縁 樹 脂 上 での 密 着 性
向 上 技 術 (密 着 強 度  0 .6 kg/ c m :銅 箔 厚 み =20μ ｍ )を確 立 した 。

○ 目 標 達 成

（エ）液 晶 光 プロー バ 開 発
○ 液 晶 パ ネ ル の 輝 度 ム ラに つ い て 、
視 角 依 存 性 の 影 響 を受 け ることな く
評 価 できる検 査 装 置 の 開 発

○ CC Dリニ ア セ ンサ 配 列 方 式 に よるセ ンサ ヘ ッドを開 発
○ サ ンプル パ ネ ル の テスト終 了
○ 37インチ ＬＣＤに 対 応 した インライン型 の 装 置 一 式 を開 発 した

○ 目 標 達 成

○ 液 晶 膜 厚 ム ラに つ い て、基 板 全 面
の 膜 厚 分 布 を高 速 で 解 析 で きる検
査 装 置 の 開 発 （平 成 １４年 度 開 始 ）

○ Ｇ５サ イズ （1100mm× 1300mm）の ガ ラス基 板 上 の 膜 圧 を５４秒 で測 定 す る技 術 を確 立
○ レジスト、カラー フィル タ、ＰＳ、Ｍ ＶＡ、も測 定 で きることを確 認 ○ 目 標 達 成

（オ ）微 細 加 工 ・計 測 技 術 開 発

○ 数 nmオ ー ダ ー の WN超 薄 膜 ドライ
成 膜 技 術 開 発

○ タング ステン吸 収 体 を有 す るＸ線 マス クの 試 作 及 び 窒 化 処 理 に よる表 面 酸 化 防 止 膜 の 形 成 （窒 化
処 理 、0 .1ミクロンで 1 .5ヶ月 後 に 歪 み が 20nm以 内 を確 認 ）
○ 超 高 真 空 エッチ ング 装 置 に よる0 .1μ m、ア ス ペ クト比 10の パ ター ンエッチ ング の 完 了

○ 目 標 達 成

○ ＬＣＤをレチ クル として用 い ることに
○ 電 子 回 路 設 計 デ ー タを露 光 装 置 （電 子 線 露 光 装 置 、レチ クル フリー 露 光 装 置 ）用 に 変 換 す るプログ
ラム を開 発 ・完 成 した

○ 平 成 １３年 度 の 試 行 期 間 を経 て、平 成 １４年 度 か ら本 格 的 に 実 施 してお り、これ までに ３００名 を超 ○ 目 標 達 成

○ 圧 電 素 子 改 良 及 び ステー ジ軽 量 化 が 、事 業
期 間 内 に 十 分 に 達 成 できなか った た め 。
○ 150m m / sは 汎 用 高 精 度 ステー ジ としての 十
分 な性 能 を達 成 して お り、この タイプの ステー
ジの 事 業 化 に 力 点 をお い た た め 。
※ ステー ジ 軽 量 化 に つ い ては 、１１月 に 目 標 達
成 予 定 。圧 電 素 子 の 高 出 力 化 に つ い て は 汎 用
ステー ジの 製 品 化 と並 行 して 進 め 、来 年 度 中
に は 目 標 を達 成 できる見 込 み 。

ム の 開 発 す 受 講 生 が 参 加



 

基本計画スケジュールに対する達成状況 

［様式５］ 
　　　　　　　　　　　　　項目 将来の展開計画平成１６年度平成１５年度平成１４年度平成１１年度 平成１３年度平成１２年度
事業目標「超精密半導体計測技術開発」に対する位置づけ

　○コア研究室の機能強化

　○クリーンルームの整備

（２）産学行政ネットワークの構築

　○次世代半導体生産プロセス技術研究会の組織化

①地域ＣＯＥの構築状況

（１）コア研究室

（４）共同研究推進委員会

（５）研究グループリーダー会議

（６）研究グループメンバー会議

　○本事業に関心がある研究者や企業に情報提供する場を組織化

（３）研究交流促進会議

コア研究室・サブコア
研究室の整備

コア研究室・サブコア研究室を利活用した研究の実施

クリーンルーム整備

熊本半導体・ナノテクノ
ロジー研究会の組織化

財団が主催する成果発表会や関連団体が主催する各種展示会・発表会を通じ、産学
官の連携強化や情報提供を実施

地域の特色に即した研究会の組織化・活性化

会議の定着 地域における本事業の位置づけ、研究等の向かうべき方向を示す場として機能

委員会の定着 各研究チームの研究報告、要望等のとりま
とめ

会議の組織化 弾力的かつ柔軟に研究内容の意見交換を行う

会議の組織
化

各チームの位置づけの確認、研究の役割分担の決定等を随時実施し、活性化

半導体リサーチ＆エンジニアリン
グセンター（仮称）の組織化

新たに、超精密半導体計測技術産業化会
議、地域ＣＯＥ連絡会議を設置

熊本半導体・ナノテクノロ
ジー研究会の活性化

（フェーズⅠ） （フェーズⅡ） （フェーズⅢ）

QTAT熊本研究会の組
織化・活性化

成果発表会開催、各種展示会出展等を通し
て、引き続き連携強化、情報提供を実施

会議の組織化
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基本計画スケジュールに対する達成状況 
　　　　　　　　　　　　　項目 将来の展開計画

　［計測技術開発］

　　　・プロセスシミュレーターの開発

　　　・プローバ高周波計測技術の確立

　［デバイス形成技術開発］

　　　・ＳＲマスク材料技術確立

　　　・拡散防止膜の高性能化

　　　・ＥＢ露光エッチングプロセスの確立

　○ネットワーク型半導体教育・研修システム構築

事業費概算 事業団
地　域

百万円 合　計

平成１５年度平成１６年度平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度平成１４年度

　○圧電素子開発

　○軽量化

　○液晶検査装置開発

　○システム制御系

112.0
209.0

97.0257.4

724.8

294.2
430.6 247.6

505.0

②新技術・新産業創出に向けての進捗状況

　［超精密高速ステージ開発］

　○次世代実装対応めっき技術開発

　○３次元形状計測手法開発

　○微細加工・計測技術開発

　○レジスト塗布・現像プロセス開発

　○エッチング異常放電監視法開発

　○プローバ高周波計測技術開発

　　　・レチクルフリー露光装置の開発

200.9
399.8 497.1
600.7

370.9

868.0

352.4
354.2
706.6

超精密位置決めステージ開発 高速化、高耐
久性化

露光装置、ＣＤ-ＳＥＭ等への応用

圧電材料プロセスの開発 圧電アクチュエータの改良（高出力化等）

セラミック材料超精密加工技術の開発 セラミック材料の改良

液晶検査装置・ムラ検出アルゴリズムの開発 大型基板対応型液晶ムラ自動検査装置の開発

ＥＢ３次元計測手法の開発

ＳＲマスクEB露光装置への適用検討
拡散防止膜のデバイスへの適用

拡散防止膜の開発

ＥＢ露光エッチングプロセスの実用化の検討

レジスト塗布・現像プロセスの確

ＥＢ露光プロセスの確立

減圧乾燥シミュレーションの確立

異常放電監視・制御手法の確立 異常放電監視装置の開発

プロセスシミュレータの開発

プローバ高周波計測技術の確立 プロセスシミュレータとの連携高速Ｉ/ Oテスト用LSIの試作・評価

密着性向上技術の確立 高速プリント配線板の開

試行カリキュラム策定 カリキュラム試行 半導体教育研修事業の本格実施

バーチャルカレッジの開発

ＬCＤマスクの開発・露光装置試作 レチクルフリー露光装置の試作・評価

プラズマ保全システムの確立異状放電抑止
システムの開発

半導体教育・研修センター（仮称））の確立

ハイブリッド型３Ｄ ＣＤ－ＳＥＭの開発

マイクロマシン、医療、ナノテクノロジー、バイ
オ、環境技術等他分野への応用・展開
・各種半導体製造・計測装置用ステージ
・ナノプローブ検査装置
・遺伝子治療手術
・各種医療機器用ステージ
・マイクロファブリケーションチップ加工
・天文台次世代主鏡（セラミック材料）

次世代半導体加工分野への直接展開
・プラズマ異状放電抑止システムの確立
・ラジカル反応完全枚葉半導体生産
・超低価格薄型大型デジタルディスプレイ
・大型ディスプレイ自動検査装置
・超低価格・超短時間マスク生産
・超低消費電力ＩＴ機器システム
・ＱＴＡＴ生産システムの確立

ＥＢ描画装置の高精度化

構造改良による軽量化

次世代半導体計測分野への直接展開
・３Ｄ ＣＤ-ＳＥＭ
・高速ＬＳＩセルフテスト
・超低消費電力ＩＴ機器システム

九州産業連携大学院構想の具体的検討

 


